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１．はじめに  

作業者が土砂に生き埋めとなる労働災害は後を絶

たないが，この災害は主に二つの要因が重なって発

生しているものと考えられる．一つは斜面が崩れて

土砂が落下したことであるが，もう一つは作業者が

その危険に気づかず逃げ遅れたことではないだろう

か．本研究では，後者の問題を危険の「見える化」に

よって解決することを目的に崩壊の予兆を電気的計

測で捉える技術を検討している．特にこの検討では

工事現場での利用が可能な簡便な技術の提供を重要

テーマに位置づけ「土砂崩壊の簡易危険検出システ

ム」を開発している．本論文ではその概要を紹介し，

計測技術を用いた支援的な安全対策を提案する．  

２．表層ひずみ棒(MPS)センサー 

地すべり等の大規模な計測では伸縮計や傾斜計に

よるシステムが用いられるが，工事現場のような限

られた場所と時間的制約のなかで簡単に使用できる

ものはないのが現状である．そこで本研究では地表

面から浅い部分のせん断ひずみを計測する表層ひず

み棒センサー(以下，「MPS」と言う)と警報器で構成

するシステムを検討している．図 1 にその外観を示

す．MPS は短い棒の下端にスクリューを備えたもの

であり，回転させて斜面に貫入設置するタイプのセ

ンサーである．大きさは全長 0.6m，最小直径(曲げ検

知部)10mm，最大直径(受圧体)100mm で重量約 3.5N

の小型軽量なセンサーである．曲げ検知部にはひず

みゲージを同一平面上で対向するように貼り付けて

おり一方向の曲げに反応する．したがって MPS は棒

の曲げ変形によってせん断ひずみの増加を捉えるセ

ンサーであり，従来の変位計や傾斜計とは計測する

変形量が異なる．スクリュー部を固定端とした片持

ち梁条件においてたわみ s を有効長 L(=0.5m)で除し

た値を式(1)のように換算せん断ひずみ(%)と定義し

た．出力()との間には良好な直線関係が認められ，

最大容量 10％に対する定格出力は約 6000である． 
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図 1 土砂崩壊の簡易危険システムの構成 
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図 2 MPS センサーの設置と掘削時における変形イメージ 1) 

３．簡単計測のアイディア 

図2は斜面に設置する MPS センサーと掘削時の変

形イメージを示す．斜面下端の法先から斜め上方に

せん断ひずみが卓越する部分が見られる．この部分

が推定すべり面であるがその任意な位置 O 点におい

て垂直方向に分布する変位は O 点付近，すなわちす

べり面近くで変化が大きく，そこから離れるに従っ

て増加は収束する．しかしながら，本研究ではすべり

面から離れた斜面の浅い部分にも小さくせん断ひず

みは分布すると仮定しMPSを開発した．その理由は，

浅い部分を計測対象とすることでセンサー自身を小

型化でき使用が容易となるためである．これまで構

造と大きさ等について検討を重ね，棒の剛性は貫入

性を損なわない範囲で柔軟なものとし，土の変形に

追従するようにした．また貫入した MPS は土と強く

密着させ，微小なせん断変形への応答性を高めた 1)． 
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４．簡易危険判別のシステム化 

MPS センサーには 2 つのタイプがあり一つは汎用

のデータ収録装置に接続して使用するアナログタイ

プのセンサーである．もう一つは先の図 1 の警報シ

ステムに接続して使用する専用タイプであり内部の

データ通信はデジタル化している．後者である本シ

ステムでは作業者が危険に気づきにくいクリープ的

な破壊現象の判別を試みている．具体的にはが一定

速度で増加する 2 次クリープ的な変化を第一段階の

危険 D1 とし，の加速度的な増加を第二段階の D2

と定義した．MPS の計測データから D1 と D2 を判

別する方法を図 3 に示す．この判別ではまず収録デ

ータから時刻 te と換算せん断ひずみの回帰計算か

ら式(2)のような近似式の係数 A と B を求める． 

   BtA e         (2) 

ここで，AとBは回帰計算から求まる定数であり，

A はせん断ひずみの増加速度を意味する．後述する

警報システムでは 0.1 Hz で収録した 6 組のデータセ

ットから A が自動計算され 1 分間の平均せん断ひず

み速度として 10 秒毎に更新する．D1 は A の値が閾

値よりも大きくなった時とした．D2 は実測値と予測

値の乖離の程度で判別した．その方法は図 3 の「現

在」で求めたと teの近似式から 10 秒後と 20 秒後の

を予測値として計算し内部メモリーに一旦格納す

る．次に，その時刻に到達した時に先の予測値と実測

値の差を計算させ，ともに閾値を上回った場合に D2

と判別するようにした．したがって，D2 は 10 秒後

と 20 秒後の 2 段階で「And」の判別をする． 

先の図 1 は土砂崩壊の簡易危険システムの構成を

示し危険判別の概要を表 1 に示す．MPS 上端の防水

コネクターに警報器のケーブルを接続すると電源が

ON となりデータは自動的に収録される．そのデータ

は 10 秒毎に逐次回帰計算する．計算の結果，D1 を

検出すると警報器の黄色ランプが点灯(ゆっくり回

転)し，ひずみに一定以上の速度が検知されたことを

知らせる．D2 では赤色ランプが点灯(早く回転)しア

ラームも鳴る．これはひずみが過去 1 分間の傾向を

上回って増加する異常を知らせるものである．警報

は同時に受信器にも送信される．受信器は最大 5 セ

ットまで接続可能であり，接続中の MPS 番号と警報

種別が表示される．これまでの実験から崩壊約 20 秒

前に D2 警報を発した例を web で紹介している 2)． 
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図 3 崩壊の危険を判別する方法 

表 1 危険を判別するシステムの概要 

電源 
単 1 形乾電池 1.5V (1 本) 
連続計測時間 約 20 日間 

データ収録 
チャンネル数 1ch 
サンプリング 0.1Hz 

回帰計算 最小二乗法  

D1 警報 
黄色ライト点滅 

判別の方法 
|A|>0.01(%/min) 

1 分間(6 点)のデータか

ら回帰計算したせん断ひ

ずみの増加速度から判別 

D2 警報 
赤色ライト＋アラーム 

判別の方法 
|rs1|>2.0×10-3 % 

かつ 
|rs2|>4.0×10-3 % 

10 秒後と 20 秒後の実測

値と予測値の差から判別 

 

５．まとめ 

作業者が危険に気づかず逃げ遅れて土砂の生き埋

めとなる労災事故は多数発生しており，人の注意力

だけに依存する安全には限界があると考えられる．

本研究では計測技術による支援的な安全対策として

「土砂崩壊の簡易危険検出システム」を検討した．本

システムは工事現場で簡単に利用可能な技術の提供

を目的に新たにMPSセンサーと専用警報器によるシ

ンプルな構成を提案している．このシステムはデー

タ収録と解析の両方を現場で行って直接危険を「見

える化」するものであり迅速な避難を可能にするこ

とが期待される．今後は現場への普及を図るととも

に，さらなる技術的改善を継続し高度化に努めたい．  
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